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2 . 2  集積回路用プラズマ C V D 用励起方式 

2 . 2 . 1  技術課題と解決策 

集積回路用プラズマ CVD 技術における課題のうちで特にプラズマ励起方式の課題に絞っ

て、代表的な特許 59 件を抽出して、解析を行った。ただし、シリコン LSI への応用には限

定せず、アモルファスシリコンを用いた薄膜トランジスタ、液晶表示素子、太陽電池、光

電変換素子等への応用に関する特許も解析の対象とした。 

化学的蒸着を行うためのプラズマを生成するための励起方式としては、さまざまなもの

が利用されるが、表 2.2.1-1 に示すように、(1) ECR プラズマ、(2) マイクロ波プラズマ、

(3) 誘導結合型、(4) 容量結合型の４種に分類することができる。これらの方式の中の複

数を組み合わせたものは、主体となる励起方式に注目して分類した。これらの分類は図

1.2.2-2 に示した分類に対応する。ただし、図 1.2.2-2 における ECR プラズマを(1) ECR

プラズマと(2) マイクロ波プラズマの２つに分割して解析した。 

 

表 2.2.1-1 半導体応用におけるプラズマ CVD の励起方式の解析結果 

大分類：励起方式 中分類：課題 件数 

基本構造 ５件 (1) ECR プラズマ 

その他 ２件 

環状導波管 ５件 (2) マイクロ波プラズマ 

基材対向導波窓 11 件 

平板単巻コイル ４件 

平板複巻コイル ７件 

(3) 誘導結合型 

立体構造コイル ５件 

プラズマ電位制御 ５件 

複数高周波、変調 ７件 

(4) 容量結合型 

磁界併用、短波長化 ８件 

 

これらの励起方式において共通の課題は(1) 基材大面積化への対応、(2) 制御性の向上、

の２つである。これらの課題の少なくとも一方に対して、それぞれの励起方式ごとにさま

ざまな解決策が検討されている。 

 

2 . 2 . 2  技術発展図 

( 1 )  E C R プラズマ 

図 2.2.2-1 に ECR プラズマに関する技術発展図を示す。 

この方式は、マイクロ波空洞共振器の外部から磁界を付与して電子サイクロトロン共鳴

になる放電プラズマを励起する方式で、高密度のプラズマが得られる。 

例えば、特公昭 62-43335（日本電信電話公社）ではプラズマ発生室に成膜用原料ガスを

導入して効率的な活性化を行えるとし、さらに放電に印加する磁界を、基材に向かって発

散磁界となるように付与して基材に対するプラズマの分布を改良している。 

ECR プラズマでは、一般的にプラズマの分布が局在しやすいので、プラズマ発生室で形

成されたプラズマを成膜室に導入する際に、いかに基材に対して均一に分布させられるか

が課題となっている。 
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この課題に対しては、例えば特開平 6-112161（日立製作所）にみられるように、導波管

そのものを分布に有利な形状で設けたり、特開平 9-148097（日立製作所）のように、成膜

室との境界に設けた誘電体の導波窓の分散効果や補助反射板を設けた構成による分散効果

等を利用した提案などがある。 

この方式に対しては日立製作所の出願が多い。 

 

( 2 )  マイクロ波プラズマ 

図 2.2.2-2 にマイクロ波プラズマに関する技術発展図を示す。 

この方式では、一般的には 2.45GHz のマイクロ波を用いてプラズマの生成がなされる。

これにより、例えば 13.56MHz の高周波放電を用いる場合に比較して、プラズマ励起や原料

ガスの活性化等の効率が良いとされている。しかし、この方式でも ECR プラズマと同様に、

基材に対するプラズマ分布の均一化が課題となる。この課題の解決のため、成膜室へのマ

イクロ波の導入方法にさまざまな提案があり、それらを大別すると、環状の導波管を用い

た導入方法と、基材に対向して設けられた導波窓からの導入方法とに分類される。 

まず、成膜室に環状の導波管を用いて成膜室の周囲から分別したマイクロ波を導入する

方法としては、例えば特許 2886752（キヤノン）に、環状導波管の内面（成膜室側）にマ

イクロ波の管内波長の 4 分の 1 の間隔で設けた複数のスロットを介してマイクロ波を成膜

室内に導入する方法が提案されている。 

次に、導波窓からの導入方法として、マイクロ波導波方法として誘電体平板導波路を用

いたものに特公平 5-44798（住友金属工業）、特開平 8-316198（住友金属工業）等がある。

後者では、400mm スクエアの大型液晶基材にも適用できる、均一なプラズマ分布が得られ

る構成が提案されている。 

導波窓を利用する方法としては、これ以外にも、導波方法として空洞共振器を用いたも

の（特許 2800766：日立製作所）等がある。 

環状導波管方式ではキヤノンの、また導波窓では住友金属工業の出願が多い。 

 

( 3 )  誘導結合型 

図 2.2.2-3 に誘導結合型に関する技術発展図を示す。 

従来のこの方式では、例えば特開昭 63-174321（クリストファー デビッド ドブソン<イ

ギリス>）にみられるように、成膜室の外周を周回した立体構造の誘導コイルに高周波電力

を印加し、誘電体の窓を介して成膜室内に高周波電力を導入して、プラズマを生成する方

式が主流であった。 

しかしこのような方式では、コイルの近傍においては高い密度のプラズマを生成するこ

とが可能であるものの、大きな領域に均一なプラズマを生成することが困難であるという

問題がある。これに対して、例えば特開 2000-58297（ラム リサーチ<米国>）にみられる

ように、基材に対向する成膜室天井の誘電体の外部に設けた平板型のコイルから高周波を

導入する構成が提案されている。 

この平板型コイルに分類される出願においても、高周波電力の導入効率の改善やプラズ

マ密度の向上等を目的として、さまざまなコイルの構成方法の提案がなされている。それ

らを大別すると、単巻コイルと複巻コイルとに分類される。 
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単巻コイルには、前出の特開平 2000-58297（ラム リサーチ<米国>）以外にも、特開平

11-124677（東京エレクトロン）のように、アンテナ室を設け低誘電率体を配して、電力効

率・他を改良した出願がある。 

複巻コイルには、特開平 8-148476（ソニー）のようにプラズマ分布を考慮して２～３個

のコイルを配した構成の提案がある。また、特開平 9-102471（ソニー）は、金属膜の形成

に際して高周波導入誘電体窓が金属層で覆われて放電が止まる欠点を、容量結合型のアン

テナも併設して改良した構成を提案している。 

一方、立体構造コイルには、従来の周回した誘導コイルを用いる方式以外に、並行ロッ

ド方式（特開平 10-189293：アネルバ）や基材に対向する成膜室壁の成膜室内に突出させ

て設けた凹状誘電窓内に同軸の２重コイルを配したもの（特開平 10-233297：サーフェイ

ス テクノロジー システムズ<イギリス>）等があり、これらはいずれも基材近傍でプラズ

マが発生できるメリットがある。 

なお、誘導結合型の 1 つの問題点として、高周波電力導入のための誘電体窓が損傷を受

けることがあげられる。この対策として、特開平 9-129397（アプライド マテリアルズ<米

国>）には、容器の外周からコイルを一定距離だけ離す方法が提案されている。 

前述のように、(1) ECR プラズマ、(2) マイクロ波プラズマにおいては特定の日本企業

の出願が主体であったが、誘導結合型においては出願企業の範囲が広がり、特に、ラム リ

サーチ、アプライド マテリアルズ等の米国の半導体製造装置メーカによる出願が目立つ。 

 

( 4 )  容量結合型 

図 2.2.2-4 に容量結合型に関する技術発展図を示す。 

この方式では、単純な平行平板電極を使用してプラズマを生成することが可能であり、

今回の解析対象期間以前から最も多用されてきた励起方式である。しかし、低圧でのプラ

ズマ維持が困難である、プラズマ密度が低い、基材に対する損傷が発生する、等の問題点

が指摘されていた。これに対して、大別して、ⅰ) プラズマ電位を制御する、ⅱ) 複数の

高周波を印加する、もしくは印加する高周波の電力を変調する、ⅲ) 磁界を併用する、も

しくは、従来一般的に使用されていた周波数 13.56MHz の高周波に比較してより短波長の高

周波を利用する、等の対策が提案されている。 

プラズマ電位の制御に関しては、例えば特許 2990668（日新電機）は、プラズマ室と成

膜室を電位的に隔離して両者間にパルスを印加して、基材に対する過剰なプラズマの影響

を回避する方法を提案している。 

複数の高周波を印加するものとして、例えば同一電極に２つの周波数の高周波を印加す

るもの（特公昭 59-30130：富士通）がある。これは、使用する高周波の周波数によって堆

積される膜の特定が異なることに注目し、２つの周波数の高周波を混合して印加すること

によって所望の膜質を得ようとするものである。 

印加する高周波電力を変調するものとしては、AM 変調するもの（特許 2588388：半導体

エネルギ－研究所）、パルス変調するもの（特公平 7-93273：日新電機）、パルス変調でそ

のデューティー比を変えるもの（特開平 7-37818：日本真空技術）、サイン波による AM 変

調（特開平 7-142400：日新電機）とさまざまな提案がある。これらは、高周波の印加を間

欠的に行うことによって、プラズマ内での反応が必要以上に進行することを防止しようと
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するものである。 

磁界の併用としては、ミラー磁界を用いたもの（特許 3088446：キヤノン）やマグネト

ロン磁界を用いたもの（特許 3088447：キヤノン）が提案されている。これらはいずれも、

プラズマを磁界によって閉じこめ、プラズマ密度を高めながら、基材への損傷を低減しよ

うとするものである。ただし、最近では磁界の併用に関する出願件数は少なく、次に説明

する短波長化に、開発の中心が移っているものと推定できる。 

印加する高周波を短波長化するものとしては、例えば特開平 8-333684（キヤノン）は、

50MHZ ないし 300MHz の高周波を使用することが、特開平 11-340211（日本電気）には 100MHz

ないし 1,000MHz の UHF を使用することが提案されている。このように短波長の高周波を利

用することにより、プラズマ密度を高め、ガスの利用効率を高めたり、電子エネルギー分

布をそろえ、特定の活性種のみを生成したり、シース電圧を下げて基材損傷を低減したり

することが可能である。また、このような短波長の高周波を効率よく印加するため工夫も

提案されている。例えば特開平 11-297496（アネルバ）は同軸線の改善が提案されている。

また前述の特開平 11-340211（日本電気）ではスポークアンテナの利用が提案されている。 

このように、従来から使用されてきた容量結合型においても、複数の高周波の印加や印

加高周波電力の変調、もしくは、印加高周波の短波長化によって、プラズマ特性（もしく

はプラズマ内での反応）に対する制御性向上が図られている。 

なお、このような複数高周波の印加や印加高周波電力の変調、および印加高周波の短波

長化は、前述の(3) 誘導結合型においても、さらに複数高周波の印加や変調は(1) ECR プ

ラズマにおいても、いずれも制御性向上の手段として提案されている。 

容量結合型に対しては、さまざまな企業からの出願がなされている。また、誘導結合型

の場合に比較すると少ないが、外国企業からの出願もなされている。 
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図 2.2.2-1 ECR プラズマ技術発展図 

出願年 

         '80                          '95              

年月は出願月または優先権主張月 

 

 ECRプラズマ 

A：基本構造

特公平 4-69415 

84.06 
日立製作所 

マグネトロン出力を
AM もしくは FM 変調し

電界強度の大小およ

び強度比の時間で電
子温度と電子温度分

布を制御する。 

特開平 6-112161 
92.09 

日立製作所 

テ－パ導波管の外側
に磁場を、内側には同

軸ホ－ンアンテナを
配設し、プラズマをド

－ナツ状とする。 

特公昭 62-43335 

80.05 
日本電信電話公社 

円筒形の空洞共振器
になるプラズマ生成

室の外周に磁気コイ

ルを設け、生成室内に
サイクロトロン共鳴

を起こす。 

特開平 9-148097 

95.11 
日立製作所 

電磁波を誘電体窓で
拡散させ、電磁波反射

板と補助反射板との

間に形成されたリン
グ状電磁波放射部か

ら導入。 

特開平 9-161993 

95.12 

日立製作所 
２段で構成され、上

段コイルは２重コイ
ルで構成し、各々の

コイルには独立した

電源が接続されてい
る。 

特開平 9-102400 

95.07（優） 

日立製作所 
大口径永久磁石で主

磁場を形成し、並行に
配置された放射状ス

トリップラインによ

りマイクロ波を供給。

特開平 8-139077 

94.11 
日立製作所 

バイアスとして、パル
ス波形の正電圧を印

加し被処理物の電位

がプラズマの電位よ
り大きくなるように

設定する。 

B：その他 
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図 2.2.2-2 マイクロ波プラズマ技術発展図（1/2） 

出願年 

      '85                         '95 

年月は出願月または優先権主張月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マイクロ波プラズマ 

B：基材対向導波窓

特許 2886752 
91.11（優） 

キヤノン 

円筒導波管の内側に、マイ
クロ波の管内波長の４分

の１の間隔で複数のスロ
ットを穿孔し真空室周辺

から導入。 

特開平 7-130494 
93.11 

キヤノン 
内壁面に平行な均一

磁界発生手段と内側

に複数の所定形状の
スロットを所定間隔

で 設 け た 環 状 導 波

管。 

特公平 5-44798 

85.06 
住友金属工業 

プラズマ室の天井壁内面
にテフロン等の誘電体層

を設け、導波管からマイク

ロ波を供給する。 

特許 3068963 
92.10 

キヤノン 
原料ガスの分解空間

と基材との間に導電

性金属からなるメッ
シュを介在させ、メ

ッシュに DC バイア

ス電圧を印加。 

特開平 8-316198 

95.05 
住友金属工業 

マイクロ波導入窓

と複数の誘電体層
を並列配置し、誘電

体層に対向するよ
うに反応容器を配

置。 

特開平 9-102486 
95.10 

松下電器産業 

外周部に間隙を持
った誘電体板を導

入口に設置し、誘
電体板および間隙

からマイクロ波電

力を導入。 

特許 2800766 
86.10 

日立製作所 
高周波放電の電極を兼

ねた基材と平行な導入

窓にスリットを設け、
マイクロ波と高周波の

放電を利用する。 

特開平 8-283947 

95.04 
キヤノン 

マイクロ波プラズ

マ発生室内の成膜
室側との対向側に

高周波供給手段を
設ける。 

特許 3085155 
95.08 

住友金属工業 

幅方向の厚みを中央で
厚く、端で薄くしたテ

－パ型整合部を有する
誘電体線路にマイクロ

波導入窓を対向配置。 

特開平 9-87851 
95.09 

キヤノン 
プラズマ発生室の周

囲に配した複数のス

ロットを備えた無終
端環状導波管のスロ

ット近傍にカスプ磁

界を形成。 
A：環状導波管
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図 2.2.2-2 マイクロ波プラズマ技術発展図（2/2） 

出願年 

       '96                          '98 

年月は出願月または優先権主張月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特開平 11-40397 
97.05（優） 

キヤノン 
平板状の H 面に設け

た複数のスロットを

有する環状導波路を
複数有するマイクロ

波供給手段。 

特開平 10-106796 
96.09 

東京エレクトロン 

日本高周波 
平面アンテナに中心方向

に延びるマイクロ波導入
口を同心円上に配置し、

分岐した分岐導波管を個

別に接続。 

特許 3050124 
96.05 

住友金属工業 
マイクロ波導入窓と対

面する試料台と、マイ

クロ波導入窓近傍に設
けられた接地された対

向電極とを備える。 

特開平 10-284294 
97.04 

住友金属工業 
マイクロ波分散板に誘

電体が配設されたスリ

ットを配し、マイクロ
波の反射を最小限に抑

える。 

特開 2000-73175 
98.08 

アネルバ 

空洞共振器との隔壁板
を 上 に 凸 状 に く ぼ ま

せ、その隔壁板に形成
された長孔を通してマ

イクロ波を放射。 

特開 2000-150195 
98.11 

住友金属工業 
環状の導波管に多数

設けられたマイクロ

波の通過スリットの
各々に、シャッタを

摺動自在に装入。 
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図 2.2.2-3 誘導結合型技術発展図（1/2） 

出願年 

      '86                             '95 

年月は出願月または優先権主張月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ：平板単巻きコイル

Ｂ：平板複巻きコイル

Ｃ：立体構造コイル 

特開平 8-148476 

94.11 

ソニ－ 
基材と平行な同一平

面内に同一な N 個（N
≧３）のスパイラル

コイルを対称配置

し、対称 N 相回路構

成とする。 

特開昭 63-174321 
86.12（優） 

クリストファー デビッド 

ドブソン（イギリス） 
チャンバの一部分で取り囲ん

だ誘導コイルを配し、基材の
支持具とチャンバの一部との

間に電場を生じさせる。 

特許 3043215 

94.02 

東京エレクトロン 
チャンバ壁外の第１

および第２の１巻き
高周波コイルと、基

材とにデューティー

比を変えて高周波を
印加。 

特開平 9-102471 
95.10 

ソニ－ 

誘導結合 RF アンテナ
と容量結合 RF アンテ

ナを併設し、両アン
テナに位相を 180 度

ずらせて高周波電力

を供給。 

特許 3090615 

95.06（優） 
インターナショナル ビジネス 

マシーンズ（米国） 
単一の電源に、その磁化方向と磁

気構造が異なる２本のコイルを

接続し、容量結合をファラデ－・
シ－ルドで達成とする振幅変調

を行う。 

特開平 9-129397 

95.10 
アプライド マテリアルズ（米国） 

容器の外周から距離２～10ｍｍだ

け離してコイル状アンテナを巻き
付けた誘電体窓を介して高周波電

力を供給を発生させる。 

特公平 7-70532 
89.01（優） 

インターナショナル ビジネス 

マシーンズ（米国） 
金属基台と対向する上部カバ－

の上側に RF コイルと、内側に向
けられた磁界を持つ複数の磁極

を配する。 

特開 2000-58297 
89.08（優） 

ラム リサーチ（米国） 

支持載置面に対向する
上壁内に平面状コイル

が真空気密部である絶
縁シ－ルドに隣接して

配設される。 

誘導結合型 
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図 2.2.2-3 誘導結合型技術発展図（2/2） 

出願年 

     '96                            '98 

年月は出願月または優先権主張月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特開平 10-233297 

96.09（優） 
サーフェイス テクノロジー 

システムズ（イギリス） 

誘電体窓外側に同軸コイルを２
個設け、コイルおよび誘電体窓

の形を、所要のプラズマ処理条

件に適合させて最適化。 

特開平 10-189293 

96.10（優） 

アネルバ 
誘電体材料で被覆した導電性

ロッドを複数、高周波電極と
して反応室内または誘電体中

に配す。 

特開平 11-61409 

97.02（優） 
アプライド マテリアルズ 

（米国） 

チャンバ外周の誘導型コイル
と基材に対向する円盤状シ－

リング電極を設け誘導、バイ

アスの高周波を印加。 

特開平 10-321399 

97.05 

松下電器産業 
100MHz の高周波を誘電体上の

第１導電体材料の中心部に供
給し、第２導電体材料の外周

端部を接地。 

特開 2000-68254 

98.08 

松下電子工業 
試料処理台に対向する誘電

体上に、同軸円状の複数の
コイルを設け、内外周で

別々に高周波を供給。 

特開平 11-200057 

98.01 

三菱重工業 
誘導結合型のアンテナを互い

に逆方向の電流が流れる２重
ル－プ形状に形成し、周方向

の途中に折返点を配する。 

特開平 11-185997 
97.12 

三菱重工業 
容器の内周に所定のピッチ

で複数の環状の溝を設し、

その中に導体リングを嵌挿
し、電荷を円周方向に逃が

す。 

特開平 11-124677 

97.10 

東京エレクトロン 
低誘電率化合物膜を介して

高周波アンテナを配置した
誘電体壁に LCD 基材を載置

する下部電極が配置され

る。 
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図 2.2.2-4 容量結合型技術発展図（1/2） 

出願年 
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年月は出願月または優先権主張月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ：プラズマ電位制御 

Ｂ：複数高周波、変調 

Ｃ：磁界併用、短波長化 

特許 2588388 

86.08 
半導体エネルギ－研究所 

平行平板電極間に１～５

秒に１回、変調度最大で
50%の高周波電力を AM 変

調して加える。 

特公平 7-93295 

92.02 

日新電機 
原料ガスをパルス変

調をかけた高周波で
プラズマ化するとと

もに、基材に高周波

バイアスを印加。 

特公平 6-96768 

84.10（優） 
アプライド マテリアルズ

（米国） 
２個の電磁石を設け、基材

に対して平行にかつ電界に

垂直で、均一な磁界を印加。

特公昭 59-30130 

79.09 
富士通 

低周波と高周波の電力を
それぞれを同一の電極に

印加し、２つの周波数を

重 ね 合 せ た 放 電 を 行 な

う。 

特許 2684942 
92.11 

日本電気 
パルスに同期し

て高周波の出力

を変化させ、プラ
ズマを周期的に

変化させる。 

特開平 7-37818 
93.07 

日本真空技術 
投入する高周波

電力をパルス変

調すると共にデ
ューティー比を

95～40%に調整。 

特開平

7-142400 
93.11 

日新電機 
印加するプラズ

マ 生 成 用 電 力

に、サイン波を
基本とする振幅

変調を行う。 

容量結合型 

特許 3088446 

90.10 
キヤノン 

ミラ－磁場の存在下で、
高周波電極と２個の接地

電極間に局在するプラズ

マを発生させる。 

特許 3088447 

90.10 
キヤノン 

マグネトロン磁場の存在
下で、高周波電極と２個

の接地電極間に局在する

プラズマを発生させる。 

特公平 7-93273 
92.02 

日新電機 

原料ガスを、第１パル
ス変調および、より短

周期の第２パルス変
調を重畳させた高周

波でプラズマ化。 
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図 2.2.2-4 容量結合型技術発展図（2/2） 

出願年 

     '95                            '98 

年月は出願月または優先権主張月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特開平 8-333684 

95.04（優） 
キヤノン 

カソ－ド電極に 50MHz～

300MHz の VHF 高周波を供
給し、40eV 以上のエネル

ギ－を印加する。 

特開平 9-129627 

95.10 

日立電子エンジニアリング 
サセプタと間隔 D で噴射電極

板を設け、27.12MHz～2.45GHz
の高周波と 100kHz～1MHz の低

周波を印加。 

特開平 9-134910 

95.11 

日立製作所 
日立電子エンジニアリング 

ガス供給ヘッド兼上部電極と加熱
試料台兼下部電極等の周囲を絶縁

体シ－ルドし、異常放電を防止。 

特許 2990668 

98.05 

日新電機 
成膜室をプラズマ室と絶縁

し、プラズマ室と同電位の
多孔電極を設け、基材ホル

ダとの間にパルスを印加。 

特開平 10-125626 
96.07（優） 

アプライド マテリアルズ

（米国） 
チャンバから電気的に絶縁

したウエハ支持体とシャワ
ーヘッドを対向配置し、そ

の間に RF 電力を印加。 

特開平 11-297496 

98.04 
アネルバ 

径の異なる２つの同軸線を

ラジアル線でつないだ構造
で 30～300MHz の高周波電

力を印加する。 

特開平 11-340211 

98.03（優） 

日本電気 
スポーク状アンテナで UHF

電力を印加し、電子エネル
ギ－分布が急峻なピ－クを

持つプラズマを形成。 

特開平 11-288798 
98.01（優） 

国際電気 
佐藤 徳芳 

基材の外側に位置するプラ

ズマ生成領域から、グリッ
ドを介して電子を通過させ

る。 

特開 2000-58522 
98.08 

東京エレクトロン 

チャンバ内に被処理体と平
行に平板状のダブルシ－ス

設け、プラズマ室との間に、

電圧を印加。 

特開 2000-73174 
98.08 

三菱重工業 

基材ホルダと対峙して梯子
型電極を設け、その高圧側

導体棒に高周波を印加し、
基材を電気的に独立させ

る。 


